
宇部市浄化槽設置整備事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、健康で快適な生活環境を確保し、かつ、公共用水域の水質保全を図るため、

宇部市浄化槽設置整備事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて必要な事

項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

（１）浄化槽 浄化槽法（昭和５８年法律第４３号。以下「法」という。）第２条第１号に規

定される浄化槽のうち、次の要件の全てに該当するものをいう。 

ア 処理対象人員が１０人以下のもの 

イ 法第４条第２項の規定による構造基準に適合するもの 

ウ 生物化学的酸素要求量（以下「ＢＯＤ」という。）除去率９０％以上かつ放流水の日間

平均値がＢＯＤ２０ｍｇ／Ｌ以下の機能を有する施設 

エ 浄化槽設置整備事業実施要綱（令和６年１月２６日付け環循適発第 2401263 号環境省環

境再生・資源循環局長通知の別紙）第３の（７）に規定する環境配慮型浄化槽の性能要

件を満たすもの 

（２）専用住宅 主に居住の用に供する建物又は延べ面積の２分の１以上を居住の用に供する

建物をいう。 

（補助対象区域） 

第３条 補助対象となる区域は、浄化槽設置推進区域（以下「推進区域」という。）とし、次の各

号の全てに該当する区域とする。 

（１）宇部市公共下水道事業において、下水道法第４条の規定に基づき策定された事業計画に

定められた予定処理区域（以下「下水道事業計画区域」という。）以外。 

（２）宇部市農業集落排水事業計画区域として市長が認める区域以外。 

２ 前項の規定にかかわらず、下水道事業計画区域内で、地域の実情等により下水道の整備が

見込めない区域は、補助対象の区域とする。 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次の各号のいずれ

かの工事を行う場合とする。 

（１）推進区域内において、自己の居住の用に供する既存の専用住宅に、汲み取り便槽または

単独処理浄化槽から転換して浄化槽を設置する工事。 

（２）令和２年度の下水道事業の見直しにより、下水道事業計画区域から除外された区域で、

自己の居住の用に供する既存の専用住宅に、令和３年３月３１日以前に設置済の合併浄化

槽を家屋の部分改築または老朽化等により設置替えする工事。 

（３）下水道事業計画区域内で、地域の実情等により下水道の整備が見込まれない区域につい

て、汲み取り便槽または単独処理浄化槽からの転換及び令和３年３月３１日以前に設置済

の合併浄化槽を家屋の部分改築または老朽化等により設置替えする工事。 

（４）推進区域内おいて、単独処理浄化槽からの転換に伴う配管工事及び単独処理浄化槽の撤



去工事。 

（５）下水道事業計画区域内で、地域の実情等により下水道の整備が見込まれない区域につい

て、単独処理浄化槽からの転換に伴う配管工事及び単独処理浄化槽の撤去工事。 

（補助金の交付） 

第５条 市長は、補助対象事業を行う者に対し、毎年度予算の範囲内で補助金を交付するものとす

る。 

２ 市長は、前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者に対しては、補助金

を交付しない。 

（１）法第５条第１項の規定による届出を行わない者又は建築基準法（昭和２５年法律第２０

１号）第６条第１項の確認を受けずに浄化槽を設置する者 

（２）市税を滞納している者 

（３）専用住宅を賃借している者で、賃貸人の承諾が得られない者 

（４）宇部市浄化槽設置整備事業補助金交付要綱施行細則を遵守する見込みが得られない者 

（５）販売の目的で専用住宅に浄化槽を設置する者 

（６）補助対象事業を補助金の交付申請を行う日の属する年度の３月１日までに完了すること

ができない者 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、補助対象事業に要する費用に相当する額とし、別表１～３の人槽区分の欄

に掲げる区分につき、それぞれ同表の限度額欄に定める額を限度とする。ただし、人槽区分の欄

に揚げる費用が限度額に満たない場合は、1,000 円未満の端数を切り捨てるものとする。 

２ 第４条第１号に該当する事業に交付する補助金の額は、別表１及び別表２のとおりとする。 

３ 第４条第２号または第３号に該当する事業に交付する補助金の額は、別表３のとおりとす

る。 

４ 単独処理浄化槽からの転換に限り、別表４の工事区分の欄に揚げる単独処理浄化槽の撤去

工事に要する費用及び宅内配管工事（浄化槽への流入管(トイレ、台所、洗面所、風呂等

からの排水)、桝の設置及び住居の敷地に隣接する側溝までの放流管の設置に係る工事。）

の費用に対し補助金を加算する。ただし、工事区分の欄に揚げる費用が限度額に満たない

場合は、1,000 円未満の端数を切り捨てるものとする。 

５ 第４条第４号または第５号に該当する事業に交付する補助金の額は、別表４のとおりとす

る。 

（補助金の交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、あらかじめ補助対象事

業に着手する前に、補助金交付申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しな

ければならない。 

（１）浄化槽設置届出書の写し 

（２）設置場所の位置図 

（３）放流系統図（浄化槽から排出される処理水が、水路、川、池沼等の公共用水域へ排出さ

れるまでの経路を示す図面） 

（４）延べ面積が記載された建物設備平面図（敷地内におけるすべての建物の配置を示す図面

及びその建物の各階平面図で、その建築面積が算出できるように必要な寸法が記入された



もの） 

（５）配管平面図及び縦断図（し尿及び生活に使用したすべての排出水が、適切な勾配と適切

な深さ位置に埋設された所定の管径を有する排水管によって浄化槽を経由し、公共用水域

に排出されるまでの配管の状況を示す図面） 

（６）浄化槽設置工事契約に関する覚書の写し 

（７）浄化槽型式適合認定書又はそれに類するもの（設置される浄化槽が所要の性能を有する

ものであると認められたことを証するもの） 

（８）登録浄化槽管理票（Ｃ票） 

（９）登録証（全国浄化槽推進市町村協議会交付）の写し 

（１０）浄化槽設置整備事業に係る所要額内訳書 

（１１）市税を滞納していないことを証する証明書 

（１２）単独処理浄化槽を撤去する場合は、当該単独処理浄化槽の配置図、配管図及び現況写

真 

（１３）専用住宅を賃借している者は、賃貸人の承諾書 

（１４）その他市長が必要と認める書類 

（補助金の交付の決定及び通知） 

第８条 市長は、前条の申請書の提出があったときは、速やかにその内容を審査の上、補助金の交

付の可否を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金を交付すると決定した者（以下「補助対象者」という。）

に対しては補助金交付決定通知書（第２号様式）により、交付しないと決定した者に対し

ては補助金不交付決定通知書（第３号様式）によりそれぞれ通知するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により補助金の交付を決定する場合において特に必要があると認め

るときは、条件を付することができる。 

（変更承認申請等） 

第９条 補助対象者は、第７条の申請書の内容を変更するとき又は補助対象事業を中止し、若しく

は廃止しようとするときは、変更承認申請書（第４号様式）を市長に提出し、承認を受けなけれ

ばならない。 

２ 補助対象者は、補助対象事業が予定の期間内に完了しないとき又は補助対象事業の遂行が

困難となったときは、速やかに市長に報告し、その指示を受けなければならない。 

（実績報告） 

第１０条 補助対象者は、補助対象事業の完了後１月以内又は当該年度３月１日のいずれか早い日

までに、実績報告書（第５号様式）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（１）浄化槽の設置に係る工事が適正に行われたことが明らかとなる着工前から工事の各工程

及び完了後の別に定める要件に該当する写真 

（２）浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し（補助対象者が自ら

当該浄化槽の保守点検又は清掃を行う場合にあっては、自ら行うことができることを証明

する書類） 

（３）浄化槽法定検査依頼書の写し又は浄化槽法定検査代金領収証の写し 

（４）誓約書（浄化槽設置者が、その施工業者及び保守点検業者と連帯して浄化槽の設置及び

維持管理について責任を負い、苦情が発生した時も、万全の措置をとることを誓約した書



面） 

（５）浄化槽整備士によるチェックリスト 

（６）完成した建物及び浄化槽に関する配管平面図及び縦断図並びに延べ面積が記載された平

面図 

（７）住民票（補助対象者を含む居住全員分） 

（８）一般社団法人全国浄化槽団体連合会が交付する保証登録証（市町村用） 

（９）単独処理浄化槽の撤去工事の助成を受ける者は、当該単独処理浄化槽の清掃費の請求書

又は領収書の写し 

（１０）補助金の振込先口座の確認資料（金融機関名、口座番号、口座名義人が分かる通帳等

の写し） 

（１１）その他市長が必要と認める書類 

（補助金交付額の確定） 

第１１条 市長は、前条の報告書が提出された場合においてその内容の審査及び必要に応じて行う

現地調査により、補助対象事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合

すると認めるときは、補助金の交付額を確定し、補助金交付額確定通知書（第６号様式）により、

速やかに補助対象者に通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第１２条 市長は、前条の規定による補助金の交付額の確定後、補助金交付請求書（第７号様式）

による補助対象者の請求に基づき、補助金を交付するものとする。 

（補助金の交付決定の取消し等） 

第１３条 市長は、補助対象者が次の各号のいずれかに該当するときは、第８条の規定による補助

金の交付の決定の全部若しくは一部を取消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部を返

還させることができる。 

（１）不正の手段により補助金を受けたとき。 

（２）補助金を他の用途に使用したとき。 

（３）補助金の交付に関し付した条件に違反したとき。 

（現地調査） 

第１４条 市長は、必要があると認めるときは、補助対象事業の実施の状況について、補助対象者

に報告を求め、又は関係職員に現地調査をさせることができる。 

（その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

 

 

 

附 則 

この要綱は、平成元年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２年４月１日から施行する。 

附 則 



この要綱は、平成４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成８年８月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１６年１１月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２４年４月６日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 



別表１（第３条第１項、第４条第１号、第６条第１項、同条第２項） 

推進区域内において、汲み取り便槽または単独処理浄化槽から転換して浄化槽を設置する場合 

人槽区分 限度額 

５   人槽 ３３２，０００円 

６～ ７ 人槽 ４１４，０００円 

８～１０ 人槽 ５４８，０００円 

 

別表２（第３条第１項、第４条第１号、第６条第１項、同条第２項） 

別表１に該当し、令和２年度の下水道事業の見直しにより下水道事業計画及び下水道全体計画から

除外された区域（以下、「縮小区域」という。）に該当する場合、別表１とは別に下記限度額を上

限に上乗せ補助する。 

人槽区分 
下水道事業計画縮小区域 

限度額 

下水道全体計画縮小区域 

限度額 

５ 人槽 ２９８，８００円 １６６，０００円 

６～７人槽 ３７２，６００円 ２０７，０００円 

８～10人槽 ４９３，２００円 ２７４，０００円 

 

別表３（第３条第１項、同条第２項、第４条第２号、同条第３号、第６条第１項、同条第３項） 

令和２年度の下水道事業計画縮小区域で、令和３年３月３１日以前に設置済の合併浄化槽を設置替

えする工事または下水道事業計画区域内で、地域の実情等により下水道の整備が見込まれない区域

については、汲み取り便槽または単独処理浄化槽からの転換及び令和３年３月３１日以前に設置済

の合併浄化槽を家屋の部分改築または老朽化等により設置替えする工事 

人槽区分 

下水道事業計画縮小区域または 

下水道事業計画区域内の下水道の整

備が見込まれない区域 

限度額 

５ 人槽 ６３０，８００円 

６～７人槽 ７８６，６００円 

８～10人槽 １，０４１，２００円 

 

別表４（第４条第４号、同条第５号、第６条第４項、同条第５項） 

単独処理浄化槽から転換して浄化槽を設置する場合別表１または別表３とは別に下記限度額を上

限に上乗せ補助する。 

工事区分 限度額 

宅内配管工事費用 ３００，０００円 

単独処理浄化槽撤去工事費用 １２０，０００円 

 


